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Ⅰ 働く女性の状況 

 

第１章 平成 20 年の働く女性の状況 

 

第１節 概況 

 平成 20 年の女性労働力人口は 2,762 万人で、５年ぶりの減少となった（前年差 1

万人減、前年比 0.04％減）。また、男性は 3,888 万人（同 18 万人減、同 0.5％減）

と、２年ぶりの減少となった。労働力人口総数に占める女性の割合は 41.5％と、前

年より上昇した。また、女性の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口の割合）

は、48.4％（男性 72.8％）と５年ぶりの低下となった。 

 女性雇用者数は 2,312 万人となり、６年連続の増加となった（前年差 15 万人増、

前年比 0.7％増）。男性雇用者数は 3,212 万人で４年ぶりの減少（同 14 万人減、同

0.4％減）となり、雇用者総数に占める女性の割合は 41.9％と上昇傾向にある。 

 女性雇用者は産業別には、「医療,福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」

等で、また、職業別には、「事務従事者」、「専門的・技術的職業従事者」等で増加し

た。 

女性の完全失業者数は 106 万人（前年差３万人増）、完全失業率は 3.8％（同 0.1％

ポイント上昇）といずれも６年ぶりの増加、上昇であった。 

平成 20 年の 10 人以上の常用労働者を雇用する民営事業所における女性一般労働

者のきまって支給する現金給与額は、24 万 3,100 円（前年比 0.6％増）、うち所定内

給与額（きまって支給する現金給与額から、超過労働給与額を差し引いた額）は 22

万 6,100 円（同 0.4％増）となった。 

平成 20 年の規模５人以上事業所における女性常用労働者の１人平均月間総実労

働時間は 129.5 時間（前年差 1.0 時間減）、うち所定内労働時間は 123.8 時間（同

1.0 時間減）であった。 
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第２節 労働力人口、就業者、雇用者の状況 

１ 労働力人口 

(1) 労働力人口 ～女性は５年ぶりの減少、男性は２年ぶりの減少 

 総務省統計局「労働力調査」によると、平成 20 年の女性の労働力人口は５年ぶり

の減少となり（前年差１万人減、前年比 0.04％減）、2,762 万人であった。男性の労

働力人口は 3,888 万人（同 18 万人減、同 0.5％減）と、２年ぶりの減少となった。 

労働力人口総数に占める女性の割合は前年から１％ポイント上昇し、41.5％とな

った（付表１）。 

 

(2) 労働力率 ～女性は５年ぶりの低下、男性は 11 年連続の低下 

 平成 20年の女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）は、48.4％

と 0.1％ポイント低下し、５年ぶりの低下となった。男性は 72.8％と 11 年連続の低

下（前年差 0.3％ポイント低下）となった。 

 なお、平成 20 年の女性の 15～64 歳人口は 4,097 万人（前年差 36 万人減）、労働

力人口は 2,553 万人（同６万人減）であり、この年齢層の労働力率は 62.3％と６年

連続で上昇した（同 0.4％ポイント上昇）。男性は、15～64 歳人口 4,146 万人（前年

差 33 万人減）、労働力人口は 3,532 万人（同 28 万人減）であり、この年齢層の労働

力率は 85.2％と前年と同じであった（付表２、３）。 

 

(3) 年齢階級別労働力率 ～女性のＭ字型カーブの底が 30～34 歳から 35～39 歳に

移動。ボトムの値も 0.9％ポイント上昇。 

 平成 20 年の女性の労働力率を年齢階級別にみると、25～29 歳（76.1％）と 45～

49 歳（75.5％）を左右のピークとするＭ字型カーブを描いているが、Ｍ字型の底は

昭和 54 年に 25～29 歳から 30～34 歳に移動して以来 30～34 歳となっていたが、比

較可能な昭和 43 年以降初めて 35～39 歳となった。また、Ｍ字型の底の値は前年は

64.0％であったが、0.9％ポイント上昇し 64.9％となった。前年と比べ労働力率が

最も上昇したのは、60～64 歳（前年差 1.4％ポイント上昇）であったが、10 年前に

比べ最も上昇したのは、30～34 歳（平成 10 年との差 9.3％ポイント上昇）であった

（図表１－２－１、付表３）。 
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図表１－２－１ 女性の年齢階級別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」（昭和 54 年、平成 10、19、20 年） 

 

(4) 女性の配偶関係別労働力率 ～未婚は同水準。有配偶は 0.1％ポイント低下。 

配偶関係別に平成 20 年の女性の労働力率をみると、未婚では 63.4％、有配偶で

は 48.8％となった。未婚の労働力率は前年と同じであり、有配偶については前年に

比べ 0.1％ポイント低下した（付表４）。 

年齢階級別にみると、未婚は 25～29 歳が最も高く 91.5%となっている。有配偶に

ついては 45～49 歳が最も高く 73.2％となっているが、10 年前と比べると、25～34

歳で大きな上昇がみられる（図表１－２－２、付表６）。 

平成 10 年と平成 20 年の年齢階級別労働力率の変化について未既婚比率変化要因

と労働力率変化要因に分解すると、25～34 歳における労働力率自体の変化要因は約

５割となっている。また、35～39 歳では労働力率変化要因は－0.7％ポイントとな

っており、労働力率上昇はもっぱら未婚者比率の上昇によっていることがわかる（図

表１－２－３）。 
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図表１－２－２ 女性の配偶関係、年齢階級別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」（平成 10、20 年） 

 

図表１－２－３ 労働力率変化の要因分解（平成 10 年→平成 20 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 非労働力人口 ～女性は３年連続の増加、男性は 17 年連続の増加 

 平成20年の女性の非労働力人口は2,942万人となり、３年連続の増加となった（前
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年差７万人増）。主な活動状態別にみると、主に「家事」をしていた者は 1,648 万人

（同９万人減）、「通学」は 327 万人（同３万人減）といずれも前年に比べ減少した

が、「その他（高齢者など）」は 966 万人となり、前年より 18 万人増加した。構成比

（女性非労働力人口総数に占める割合）では、「家事」56.0％、「通学」11.1％、「そ

の他（高齢者など）」32.8％となった。 

平成 20 年の男性の非労働力人口は 1,453 万人となり、17 年連続の増加となった

（前年差 21 万人増）。主な活動状態別にみると、「家事」47 万人（前年同）、「通学」

375 万人（前年差４万人減）、「その他（高齢者など）」1,032 万人（同 26 万人増）と

なっている。構成比（男性非労働力人口総数に占める割合）では、「家事」3.2％、

「通学」25.8％、「その他（高齢者など）」71.0％となった（付表７）。 

 

２ 就業者及び完全失業者 

(1) 就業者 

① 就業者数 ～女性は６年ぶり、男性は４年ぶりの減少 

総務省統計局「労働力調査」によると、平成 20 年の女性の就業者数は 2,656 万人

で、６年ぶりの減少となった（前年差３万人減、前年比 0.1％減）。 

男性の就業者数は 3,729 万人となり、４年ぶりの減少となった（同 24 万人減、同

0.6％減）（付表８）。 

 

② 従業上の地位別就業者数 ～雇用者が女性は増加、男性は減少 

平成 20 年の就業者数を従業上の地位別にみると、女性は自営業主が 148 万人（前

年差７万人減、前年比 4.5％減）、家族従業者は 182 万人（同 12 万人減、同 6.2％減）、

とともに減少する一方、雇用者は 2,312万人と前年に比べ 15万人増加（前年比 0.7％

増）した。女性の就業者総数に占める割合は、自営業主 5.6％、家族従業者 6.9％、

雇用者 87.0％となった。 

 男性は、自営業主が 458 万人（前年差９万人減、前年比 1.9％減）、家族従業者が

41 万人（同１万人減、同 2.4％減）、雇用者が 3,212 万人（同 14 万人減、同 0.4％

減）と減少した。男性の就業者総数に占める割合は、自営業主 12.3％、家族従業者

1.1％、雇用者 86.1％となった（付表８、９）。 

 

(2) 完全失業者数及び完全失業率 ～男女とも６年ぶりの増加 

 平成 20 年の完全失業者数は、女性 106 万人（前年差３万人増）、男性 159 万人（同

５万人増）であり、ともに６年ぶりの増加となった（付表 10）。 

平成 20 年の完全失業率（労働力人口に占める完全失業者の割合）も、女性 3.8％
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（前年差 0.1％ポイント上昇）、男性 4.1％（同 0.2％ポイント上昇）と、ともに６

年ぶりの上昇となった（図表１－２－４、付表 10）。 

年齢階級別に男女の完全失業率を比較すると、30～49 歳までは女子が男性よりも

高くなっている。また、女性は前年に比べ 15～19 歳で最も低下し（1.9％ポイント

低下）、30～34 歳で最も上昇している（0.5％ポイント上昇）（付表 12 表）。 

 

図表１－２－４ 完全失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」 

 

３ 雇用者 

(1) 雇用者数、雇用者総数に占める女性の割合 ～女性雇用者数が過去最多に 

 総務省統計局「労働力調査」によると、平成 20 年の雇用者数は、女性は 2,312

万人となり、６年連続で増加し、過去最多となった（前年差 15 万人増、前年比 0.7％

増）。男性は 3,212 万人で４年ぶりの減少（同 14 万人減、同 0.4％減）となった。

この結果、雇用者総数は 5,524 万人で過去最多となった。 

また、雇用者総数に占める女性の割合は前年に比べ 0.3％ポイント上昇し、41.9％

になった（図表１－２－５、付表 14－１、16）。 
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図表１－２－５ 雇用者数及び雇用者総数に占める女性割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」 

 

(2) 年齢階級別雇用者数 ～男女とも 60～64 歳の雇用者数が最も増加。次いで 35

～39 歳が増加。 

 平成 20 年の女性雇用者数を年齢階級別にみると、35～39 歳の 270 万人が最も多

く、次いで 25～29 歳の 261 万人となっている。前年と比べると、60～64 歳が最も

増加し（前年差 16 万人増）、次いで 35～39 歳が９万人増加しているが、ほとんどの

年齢階級では減少している。 

平成 20 年の男性雇用者数を年齢階級別にみると、最も多いのは 35～39 歳で 414

万人、次いで 30～34 歳が 397 万人となっている。前年と比べると、60～64 歳が最

も増加し（前年差 22 万人増）、次いで 35～39 歳が８万人増加した（付表 14－１）。 

 

 (3) 産業別雇用者数 ～女性雇用者数の増加幅が大きい産業は「医療，福祉」、「サ

ービス業（他に分類されないもの）」 

 平成 20 年の女性雇用者数及び構成比（女性雇用者総数に占める割合）を産業別に

みると、「卸売・小売業」が 500 万人（21.6％）と最も多く、次いで「医療，福祉」

が 442 万人（19.1％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が 351 万人（15.2％）、

「製造業」が 322 万人（13.9％）となっている。前年に比べ増加幅が大きい産業は、

「医療，福祉」（前年差 13 万人増、前年比 3.0％増）、「サービス業（他に分類され
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設業」が 370 万人（11.5％）となっている。前年に比べ増加幅が大きい産業は、「情

報通信業」（前年差９万人増、前年比 6.3％増）であった。 

平成 20 年の雇用者における産業別女性比率（雇用者総数に占める女性の割合）が

５割以上の産業は、「医療,福祉」（78.2％）、「飲食店,宿泊業」（60.6％）、「教育,学

習支援業」（52.9％）、「卸売・小売業」（51.2％）となっている（図表１－２－６、

付表 15、16）。 

 

図表１－２－６ 産業別女性雇用者数及び女性比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料出所：総務省統計局「労働力調査」（平成 19、20 年） 

 

(4) 職業別雇用者数 ～女性雇用者数の増加幅が大きい職業は「事務従事者」、「専

門的・技術的職業従事者」 

 平成 20 年の女性の雇用者数及び構成比（女性雇用者総数に占める割合）を職業別

にみると、「事務従事者」が 754 万人（32.6％）と最も多く、次いで「専門的・技術

的職業従事者」が407万人（17.6％）、「保安・サービス職業従事者」が 384万人（16.6％）

となっている。前年に比べ増加幅が大きい職業は、「事務従事者」（前年差 16 万人増、

前年比 2.2％増）、「専門的・技術的職業従事者」（同 10 万人増、同 2.5％増）等であ

った。 

一方、男性の職業別雇用者数及び構成比（男性雇用者総数に占める割合）をみる

と、「製造・制作・機械運転及び建設作業者」が 917 万人（28.5％）と最も多く、次

いで「事務従事者」が 498 万人（15.5％）、「販売従事者」が 480 万人（14.9％）、「専

門的・技術的職業従事者」が 437 万人（13.6％）となっている。前年に比べ増加幅

が大きい職業は、「事務従事者」（前年差 14 万人増、前年比 2.9％増）、「保安・サー

ビス職業従事者」（同３万人増、同 1.0％増）等であった（付表 17－１、17－２）。 
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(5) 企業規模別雇用者数 ～男女とも 100 人以上の規模が前年に比べて増加 

 平成 20 年の非農林業女性雇用者数を企業規模別にみると、「500 人以上」規模が

532 万人（前年差 38 万人増）、「100～499 人」規模が 425 万人（同２万人増）、「30

～99 人」規模が 379 万人（同８万人減）、「１～29 人」規模が 734 万人（同９万人減）

と、100 人以上の規模で前年より増加している。 

男性についても「500 人以上」規模が 886 万人（前年差 44 万人増）、「100～499

人」規模が 584 万人（同３万人増）、「30～99 人」規模が 490 万人（同 10 万人減）、

「１～29 人」規模が 910 万人（同 19 万人減）と、100 人以上の規模で前年より増加

している。 

なお、企業規模 100 人未満の企業で雇用されている女性雇用者の割合は 53.8％と

半数以上を占め、男性の 48.8％に比べ小規模での雇用者が多い（付表 18－１、18

－２）。 

 

(6) 雇用形態別雇用者数 

① 従業上の地位（常雇・臨時雇・日雇）別雇用者数 ～「常雇」が女性は６年連

続で増加、男性は４年ぶりの減少 

 平成 20 年の非農林業女性雇用者数を、従業上の地位（常雇・臨時雇・日雇）別に

みると、「常雇」（１年を超える又は雇用期間を定めない契約で雇われている者）が

1,811 万人と６年連続で増加し（前年差 29 万人増）、「臨時雇」（１か月以上１年以

内の期間を定めて雇われている者）が 424 万人（同 13 万人減）、「日雇」（日々又は

１か月未満の契約で雇われている者）が 58 万人（前年同）となっている。 

男性は「常雇」が 2,921 万人と４年ぶりの減少（前年差 15 万人減）となったほか、

「臨時雇」が 219 万人（前年差１万人減）、「日雇」が 47 万人（前年差１万人増）と

なっている（付表 19－１）。 

 

② 雇用形態（勤め先での呼称による）別の雇用者数 ～女性は「正規の職員・従

業員」、「非正規の職員・従業員」ともに増加 

 総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」により、役員を除く雇用者数を雇用形態

（勤め先での呼称による）別にみると、平成 20 年の女性は、「正規の職員・従業員」

が 1,040 万人（前年差１万人増）、「非正規の職員・従業員」が 1,202 万人（同８万

人増）と、「正規の職員・従業員」、「非正規の職員・従業員」ともに増加した。「非

正規の職員・従業員」のうち「パート・アルバイト」は 904 万人（同５万人減）、「労

働者派遣事業所の派遣社員」は 142 万人（同５万人増）、「契約社員・嘱託」は 142

万人（同５万人増）、「その他」は 71 万人（同３万人増）となった。構成比（役員を
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除く女性雇用者総数に占める割合）では、「正規の職員・従業員」46.4％（同 0.1％

ポイント低下）、「非正規の職員・従業員」53.6％（同 0.1％ポイント上昇）、うち「パ

ート・アルバイト」40.3％（同 0.4％ポイント低下）、「労働者派遣事業所の派遣社

員」3.8％（同 0.2％ポイント上昇）、「契約社員・嘱託」6.3％（同 0.2％ポイント上

昇）、「その他」3.2％（同 0.2％ポイント上昇）となった。 

男性は、「正規の職員・従業員」が 2,358 万人（同 44 万人減）と３年ぶりに減少

し、「非正規の職員・従業員」が 559 万人（同 21 万人増）と増加した。「非正規の職

員・従業員」のうち「パート・アルバイト」は 248 万人（同７万人減）、「労働者派

遣事業所の派遣社員」は 55 万人（同２万人増）、「契約社員・嘱託」は 179 万人（同

18 万人増）、「その他」は 77 万人（同８万人増）となっている。構成比（役員を除

く男性雇用者総数に占める割合）では、「正規の職員・従業員」80.8％（同 0.9％ポ

イント低下）、「非正規の職員・従業員」19.2％（同 0.9％ポイント上昇）、うち「パ

ート・アルバイト」8.5％（同 0.2％ポイント低下）、「労働者派遣事業所の派遣社員」

1.9％（同 0.1％ポイント上昇）、「契約社員・嘱託」6.1％（同 0.6％ポイント上昇）、

「その他」2.6％（同 0.3％ポイント上昇）となった（図表１－２－７、付表 20－１、

20－２）。 

 

図表１－２－７ 役員を除く雇用者の雇用形態別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」（平成 19、20 年） 

 

(7) 女性の配偶関係別雇用者数 ～有配偶女性雇用者数は９年連続で増加 

総務省統計局「労働力調査」により、平成 20 年の非農林業女性雇用者数を配偶関

係別にみると、「有配偶」は 1,310 万人（前年差８万人増）、「未婚」は 727 万人（同

３万人増）、「死別・離別」は 245 万人（同４万人増）となっており、有配偶女性雇

用者数は９年連続で増加している。構成比（非農林業女性雇用者総数に占める割合）
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では、「有配偶」57.2％、「未婚」31.7％、「死別・離別」10.7％となった（付表 21）。 

 

(8) 教育別雇用者の構成比 ～女性は大学・大学院卒が最も上昇 

 総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」により、役員を除く雇用者数を教育の状

況別にその構成比をみると、平成 20 年の女性は、在学中が 2.6％（前年差 0.3％ポ

イント低下）、小学・中学・高校・旧中卒が 53.8％（同 1.1％ポイント低下）、短大・

高専卒が 26.7％（同 0.5％ポイント上昇）、大学・大学院卒が 15.0％（同 0.8％ポイ

ント上昇）となっている。 

男性は、在学中が 2.3％（同 0.1％ポイント低下）、小学・中学・高校・旧中卒が

53.3％（同 1.4％ポイント低下）、短大・高専卒が 9.8％（前年同）、大学・大学院卒

が 32.8％（前年差 1.5％ポイント上昇）となっている（付表 25）。 

 

(9) 一般労働者の平均勤続年数、平均年齢 

① 一般労働者の平均勤続年数、平均年齢 ～平均勤続年数の男女差は縮小 

 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10 人以上の常用労働者を雇用する民営事

業所。以下「企業規模 10 人以上」という。）により、平成 20 年の一般労働者の平均

勤続年数をみると、女性は 8.6 年（前年 8.7 年）、男性は 13.1 年（同 13.3 年）であ

り、男女とも前年に比べ短くなった。 

 長期的な推移をみると、男女とも伸長しているが、５年台で推移してきた男女差

は平成８年以降４年台となり、縮小傾向にある（図表１－２－８、付表 27）。 

 

図表１－２－８ 一般労働者の平均勤続年数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

（注） １ 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。 

２ 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い 

又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者より 

も少ない労働者をいう。平成 16 年まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定 

義は同じである。 

        ３ 企業規模 10 人以上の結果を集計している。 
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なお、平成 20 年の一般労働者の平均年齢は、女性は 39.1 歳、男性は 41.7 歳で、

女性は前年より 0.1 歳低くなり、男性は前年より 0.2 歳低くなった（付表 27）。 
 

② 一般労働者の勤続年数階級別構成比 ～女性は「１～２年」、男性は「５～９年」

の占める割合が最も高い 

 一般労働者の勤続年数階級別の構成比をみると、平成 20 年の女性は、「１～２

年」の占める割合が 21.5％と最も高く、次いで「５～９年」（20.2％）、「３～４年」

（13.9％）の順となっている。平成 10 年と比べると、「１～２年」の占める割合の

上昇幅が大きくなっている。 

男性は、「５～９年」の占める割合が 16.8％と最も高く、次いで「１～２年」と

なっている（図表１－２－９、付表 29）。 

 

図表１－２－９ 勤続年数階級別一般労働者構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 10、20 年） 

  （注） １ 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。 

２ 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又

は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少

ない労働者をいう。平成 16 年まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定義は同

じである。 

        ３ 企業規模 10 人以上の結果を集計している。 

        ４ 勤続年数計の一般労働者数に占める、各勤続年数階級の一般労働者数の割合を算出。 
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第３節 労働市場の状況 

１ 求人・求職状況 ～新規求人数は減少、新規求職者数は増加 

厚生労働省「職業安定業務統計」により、新規学卒者及びパートタイムを除く一

般労働市場の動きをみると、平成 20 年平均の新規求人数（男女計）は、月あたり

43 万 9,927 人で、前年に比べ 10 万 4,149 人の減少（前年比 19.1％減）となった。 

 新規求職者数（男女計）は 40 万 6,698 人で、前年比 1.1％増となった。 

 新規求人倍率は 1.08 倍で前年に比べて 0.27 ポイント低下した。また、有効求人

倍率は 0.76 倍となり、前年に比べて 0.16 ポイント低下している（付表 31）。 

 

２ 入職・離職状況 

(1) 入職者数、離職者数 

① 入職者数、離職者数 ～女性は入職者数、離職者数とも減少 

 厚生労働省「雇用動向調査」によると、平成 19 年の女性の入職者数（一般労働者

及びパートタイム労働者計）は 353 万 100 人（前年差６万 4,400 人減、前年比 1.8％

減）、離職者数は 348 万 3,100 人（同 21 万 900 人減、同 5.7％減）と、入職者数、

離職者数はともに前年に引き続き減少した。男性の入職者数は 346 万 3,000 人（前

年差６万 4,600 人増、前年比 1.9％増）、離職者数は 331 万 7,500 人（同３万 3,400

人減、同 1.0％減）と、入職者数は２年ぶりに増加、離職者数は前年に引き続き減

少した（付表 32－１）。 

 

② 就業形態別にみた入職者数、離職者数 ～女性は５年連続でパートタイム労働

者への入職者数が一般労働者を上回る 

 就業形態別にみると、女性は、平成 19 年の一般労働者（常用労働者のうち、パー

トタイム労働者を除く者）は、入職者数 161 万 6,700 人（前年差５万 2,900 人減、

前年比 3.2％減）、離職者数 161 万 3,800 人（同 22 万 8,300 人減、同 12.4％減）と、

どちらも前年に引き続き減少した。パートタイム労働者（常用労働者のうち、１日

の所定労働時間がその事業所の一般労働者よりも短い者又はその事業所の一般労働

者と１日の所定労働時間が同じでも１週の所定労働日数が少ない者）も、入職者数

191 万 3,400 人（前年差１万 1,600 人減、前年比 0.6％減）、離職者数 186 万 9,300

人（同１万 7,400 人増、同 0.9％増）と、入職者数は前年に引き続き減少、離職者

数は２年ぶりに増加した。また、５年連続でパートタイム労働者への入職者が一般

労働者を上回っている。 

男性については、一般労働者は入職者数 257 万 9,500 人（同 10 万 600 人増、同

0.4％増）、離職者数 247 万 5,800 人（同 10 万 4,800 人減、同 4.1％減）と、入職者



 

 

 

-14- 

数は３年ぶりに増加、離職者数は前年に引き続き減少した。パートタイム労働者も

入職者数 88 万 3,500 人（同５万 4,000 人増、同 6.5％増）、離職者数 84 万 1,700 人

（同７万 1,400 人増、同 9.3％増）と、どちらも２年ぶりに増加している（付表 32

－１）。 

 

(2) 職歴別一般労働者への入職者割合 ～女性は転職入職者の割合が約６割、男性

は約７割 

 平成 19 年の一般労働者への入職者の状況を職歴別にみると、女性は、新規学卒者

（当該事業所に入職する前１年間に就業していなかった者で前年に最終の学校を卒

業した者）からの入職者の割合は 21.4％（前年 20.4％）、一般未就業者（当該事業

所に入職する前１年間に就業していなかった者で新規学卒者以外の者）からの入職

者の割合は 14.6％（同 14.8％）、転職入職者（当該事業所に入職する前１年間に就

業経験のある者）は 64.0％（同 64.8％）となっている（付表 34－２）。 

男性は、新規学卒者から一般労働者への入職者の割合は 15.4％（同 16.4％）、一

般未就業者からの入職者の割合は 10.7％（同 10.6％）、転職入職者は 73.9％（同

72.9％）となっている（付表 35－２）。 

 

３ 新規学卒者の就職状況 

(1) 高校新卒者、大学新卒者の就職率及び就職内定率 

① 高校新卒者の就職率及び就職内定率 ～就職率の男女差は前年に比べ縮小 

厚生労働省「高校新卒者就職内定状況等調査」により、高校新卒者の就職状況を

みると、平成 20 年３月卒業者の就職率は 98.3％と前年の 98.4％を 0.1％ポイント

下回った。男女別では、女性が 97.8％（前年同）と男性の 98.7％（前年 98.9％）

より 0.9％ポイント低くなっているが、前年の男女間の差(1.1％ポイント)に比べ、

0.2％ポイント縮小した。また、平成 21 年３月卒業予定者の就職内定率（平成 20

年 11 月末現在）は 78.0％で、女性が 71.6％、男性が 83.1％と、女性の方が 11.5％

ポイント低くなっている。前年に比べて女性は 2.1％ポイント、男性は 1.3％ポイン

ト低くなっている（付表 37）。 

 

② 大学新卒者の就職率及び就職内定率 ～内定率は男女とも低下 

厚生労働省・文部科学省「大学等卒業予定者就職内定状況等調査」により、大学

新卒者の就職状況をみると、平成 20 年３月卒業者の就職率（平成 20 年４月１日現

在）は前年（96.3％）を上回り、96.9％（前年差 0.6％ポイント上昇）であった。

男女別では、女性が 97.3％（前年 96.0％）と男性の 96.6％（前年同）を上回った。
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また、平成 21 年３月卒業予定者の就職内定率（平成 20 年 12 月１日現在）は 80.5％

で、女性が 80.5％、男性が 80.4％と、女性の方が 0.1％ポイント高くなっている。

前年に比べて女性は 0.9％ポイント、男性は 1.4％ポイント低くなっている（付表

38）。 

 

(2) 新規学卒就職者の学歴別構成比 ～男女とも大学卒の割合が上昇 

 文部科学省「学校基本調査」（平成 20 年度）により、新規学卒就職者の学歴別構

成比をみると、女性は大学卒が 55.0％（前年 53.4％）と前年に比べ最も上昇し、次

いで高等学校卒 27.0％（同 27.7％）、短期大学卒 17.3％（同 18.2％）となっている。

男性は、大学卒が 61.8％（同 60.3％）と６割を超え、次いで高等学校卒 35.0％（同

36.2％）、中学校卒 1.7％（同 1.8％）となっている（付表 39－２）。 

 

(3) 高等学校卒業者の就職状況 

① 卒業者数、就職者数、卒業者に占める就職者割合 ～卒業者に占める就職者割

合は男女とも上昇 

 平成 20 年３月の女性の高等学校卒業者数は、53 万 7,102 人（前年比 5.3％減）、

うち就職者数は８万 6,430 人（同 3.6％減）であり、卒業者に占める就職者の割合

は 16.1％と、前年に比べ 0.3％ポイント上昇した。 

男性は卒業者数が 55 万 1,068 人（前年比 5.0％減）、うち就職者数は 12 万 158 人

（同 2.2％減）であり、卒業者に占める就職者の割合は 21.8％と、前年に比べ 0.6％

ポイント上昇した（付表 39－1、40）。 

 

② 学卒就職者の産業別構成比 ～男女とも「製造業」の割合が最も高い。前年に

比べ、女性は「製造業」、男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」が最も上昇 

 平成 20 年度の高等学校卒業者のうち、就職者について、産業別の構成比をみると、

女性は「製造業」が 30.7％、「卸売業，小売業」が 20.9％、「医療，福祉」が 10.6％、

「宿泊業，飲食サービス業」が 9.6％と、この４産業で全体の 71.8％を占めている。

前年に比べ最も構成比が上昇したのは、「製造業」（前年差 1.3％ポイント上昇）で

あった。 

男性は「製造業」が 53.4％と過半数を占め、次いで「建設業」（8.5％）、「公務（他

に分類されるものを除く）」（7.2％）となっている。前年に比べ、「電気・ガス・熱

供給・水道業」の構成比が最も上昇した（前年差 1.3％ポイント上昇）（付表 41）。 
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③ 学卒就職者の職業別構成比 ～男女とも「製造・制作作業者」の割合が最も高

く、かつ前年に比べて上昇 

職業別の構成比をみると、女性は「製造・制作作業者」が 24.0％で最も高く、次

いで「事務従事者」（23.7％）、「サービス職業従事者」（22.9％）、「販売従事者」（18.6％）

となっている。男性は「製造・制作作業者」が 55.3％を占め、次いで「サービス職

業従事者」（7.5％）となっている。前年に比べると、男女とも「製造・制作作業者」

の構成比が最も上昇している（女性：前年差 1.6％ポイント上昇、男性：同 1.4％ポ

イント上昇）（付表 44－２）。  

 

(4) 短期大学卒業者の就職状況 

① 卒業者数、就職者数、卒業者に占める就職者割合 ～卒業者に占める就職者割

合は男女とも上昇 

 平成 20 年３月の女性の短期大学卒業者数は、７万 4,719 人（前年比 8.1％減）、

うち就職者数は５万 5,279 人（同 6.0％減）であり、卒業者に占める就職者の割合

は 74.0％と、前年に比べ 1.7％ポイント上昇した。 

男性は卒業者数が 9,181 人（同 15.0％減）、うち就職者は 5,134 人（同 12.0％減）

であり、卒業者に占める就職者の割合は 55.9％と、女性と同様、前年に比べ 1.9％

ポイント上昇した（付表 39－1、40）。 

 

② 学卒就職者の産業別構成比 ～男女とも「医療，福祉」の割合が最も高い 

 平成 20 年度の短期大学卒業者のうち、女性の就職者について、産業別の構成比を

みると、「医療，福祉」が 38.5％と最も高く、次いで「卸売業，小売業」14.1％、「教

育，学習支援業」14.1％となっている。 

男性も「医療，福祉」が 30.6％で最も高く、次いで「卸売業，小売業」21.8％、

「製造業」11.6％となっている（付表 42）。 

 

③ 学卒就職者の職業別構成比 ～男女とも「専門的・技術的職業従事者」の割合

が最も高い 

職業別の構成比をみると、平成 20 年度の女性は「専門的・技術的職業従事者」が

54.8％で最も高く、次いで「事務従事者」（25.5％）、「販売従事者」（11.6％）とな

っている。 

男性も、「専門的・技術的職業従事者」が 47.6％で最も高く、次いで「生産工程・

労務作業者」（23.9％）となっている（付表 45－2）。 
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(5) 大学卒業者の就職状況 

① 卒業者数、就職者数、卒業者に占める就職者割合 ～卒業者に占める就職者割

合は男女とも上昇 

平成 20 年３月の女性の大学卒業者数は、23 万 6,076 人（前年比 1.2％減）、うち

就職者数は 17 万 6,204 人（同 2.0％増）であり、卒業者に占める就職者の割合は

74.6％となり、前年と比べて 2.3％ポイント上昇した。 

男性は、卒業者数が 31 万 9,614 人（同 0.1％減）、うち就職者数は 21 万 2,213 人

（同 3.5％増）であり、卒業者に占める就職者の割合は 66.4％（前年差 2.4％ポイ

ント上昇）であった。 

なお、卒業者数から進学者数を除いた就職者割合では、女性が 81.9％（前年

81.0％）、男性が 80.3％（同 79.0％）と、７年連続して女性が男性を上回っている

（付表 39－1、40）。 

 

② 学卒就職者の産業別構成比 ～女性は「卸売業，小売業」、男性は「製造業」の

割合が最も高い 

 平成 20 年度の女性の大学卒業者のうち、就職者について、産業別の構成比をみる

と、「卸売業，小売業」が 16.7％と最も高く、次いで「金融業，保険業」14.3％、「医

療，福祉」13.5％、「製造業」11.2％の順になっている。 

男性は「製造業」が 20.2％で最も高く、次いで「卸売業，小売業」が 17.7％、「情

報通信業」11.9％、「金融業，保険業」8.9％となっている（付表 43）。 

 

③ 学卒就職者の職業別構成比 ～女性は「事務従事者」、男性は「専門的・技術的

職業従事者」の割合が最も高い 

職業別の構成比をみると、平成 20 年度の女性は「事務従事者」が 39.8％と最も

高く、次いで「専門的・技術的職業従事者」が 31.7％、「販売従事者」が 19.3％と

なっている。 

男性は「専門的・技術的職業従事者」33.8％、「事務従事者」27.7％、「販売従事

者」26.2％となっている（付表 46－２）。 
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第４節 労働条件等の状況 

１ 賃 金 

(1) 一般労働者の賃金、男女間賃金格差 

① 一般労働者の賃金 ～女性のきまって支給する現金給与額及び所定内給与額は    

増加 

 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（企業規模 10 人以上）によると、平成 20

年の女性一般労働者のきまって支給する現金給与額は、24 万 3,100 円（前年比 0.6％

増）、うち所定内給与額（きまって支給する現金給与額から、超過労働給与額を差し

引いた額）は 22 万 6,100 円（同 0.4％増）であった。 

一方、男性一般労働者のきまって支給する現金給与額は、36 万 9,300 円（前年比

0.8％減）、うち所定内給与額は 33 万 3,700 円（同 0.9％減）であった（図表１－４

－１、付表 54）。 

 

図表１－４－１ 一般労働者の賃金実態 

 きまって支給する現金給与額 年間賞与その他 

特別給与額 

所定内 

実労働時間数 

超過 

実労働時間数  所定内給与額 

 （千円） （千円） （千円） （時） （時） 

男女計 328.8(330.6) 299.1(301.1) 915.0(915.4) 165(166) 14(14) 

女性 243.1(241.7) 226.1(225.2) 582.7(568.4) 163(164) 9(9) 

男性 369.3(372.4) 333.7(336.7) 1,072.3(1,078.4) 166(167) 17(17) 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 20 年） 

  （注） １ 「一般労働者」は、常用労働者のうち、短時間労働者以外の者をいう。 

      ２ 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短

い又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働

者よりも少ない労働者をいう。平成 16 年まで「パートタイム労働者」の名称で調査して

いたが、定義は同じである。 

      ３ 企業規模 10 人以上の結果を集計している。 

      ４ （ ）内は前年の数値である。 

 

② 一般労働者の男女間の賃金格差 ～きまって支給する現金給与額及び所定内給

与額の男女間賃金格差は前年に引き続き縮小 

 一般労働者の男女間の賃金格差（男性＝100.0 とした場合の女性の給与額）は、

きまって支給する現金給与額で 65.8（前年 64.9）、所定内給与額で 67.8（同 66.9）

となり、ともに前年に引き続き縮小した（図表１－４－２、付表 54）。 
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図表１－４－２ 一般労働者の所定内給与額及び男女間賃金格差の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 企業規模別所定内給与額、男女間賃金格差 ～男女間賃金格差は前年に比べ

「1,000 人以上」規模で大幅に縮小 

 女性の所定内給与額を企業規模別にみると、「1,000 人以上」規模では 25 万 1,000

円（前年比 0.4％減）、「100～999 人」規模で 22 万 5,400 円（同 1.1％増）、「10～99

人」規模で 20 万 7,700 円（同 0.5％増）と、「1,000 人以上」規模において減少して

いる。 

 男性についてみると、「1,000 人以上」規模では 38 万 1,800 円（同 3.1％減）、「100

～999 人」規模で 32 万 4,600 円（同 1.2％増）、「10～99 人」規模で 29 万 4,900 円

（同 0.1％減）と、前年に引き続き「1,000 人以上」の企業規模において減少してい

る。 

男女間賃金格差は「1,000 人以上」規模では 65.7（前年 63.9）、「100～999 人」規

模で 69.4（同 69.5）、「10～99 人」規模で 70.4（同 70.0）と、「1,000 人以上」規模

で大幅に縮小した（付表 57）。 

 

 

 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

  （注） １ 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。 

２ 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い 

又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者より 

も少ない労働者をいう。平成 16 年まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定 

義は同じである。 

３ 企業規模 10 人以上の結果を集計している。 

４ 所定内給与額の男女間格差は、男性の所定内給与額を 100.0 とした場合の女性の所定内給与 

額を次の式により算出した。 

         所定内給与額の男女間格差＝女性の所定内給与額÷男性の所定内給与額×100 
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(3) 学歴別新規学卒採用者の初任給、男女間格差 ～男女とも初任給は前年より増

加。男女間格差は大学卒事務系を除く学歴で縮小 

 新規学卒者（平成 20 年３月卒）の初任給は、女性は高校卒で 15 万 4,300 円（前

年比 2.3％増）、高専・短大卒で 16 万 8,600 円（同 1.0％増）、大学卒事務系で 19

万 1,400 円（同 1.4％増）、大学卒技術系で 20 万 2,400 円（同 1.6％増）であり、前

年より増加した。 

また、男性も高校卒で 16 万円（同 0.8％増）、高専・短大卒で 17 万 1,600 円（同

0.2％増）、大学卒事務系で 20 万 600 円（同 1.6％増）、大学卒技術系で 20 万 2,300

円（同 0.9％増）であり、前年より増加した。 

初任給について男女間賃金格差（男性＝100.0 とした場合の女性の初任給）をみ

ると、高校卒で 96.4（前年差 1.4 ポイント上昇）、高専・短大卒で 98.3（同 0.8 ポ

イント上昇）、大学卒事務系で 95.4（同 0.2 ポイント低下）、大学卒技術系で 100.0

（同 0.6 ポイント上昇）と、大学卒事務系を除く学歴で男女間賃金格差が縮小した

（付表 58）。 

 

 

２ 労働時間 

(1) 常用労働者の労働時間、出勤日数 ～男女とも総実労働時間、所定内労働時間

ともに減少 

 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模５人以上）によると、平成 20 年の

女性常用労働者１人平均月間総実労働時間は 129.5 時間（前年差 1.0 時間減）、うち

所定内労働時間は 123.8 時間（同 1.0 時間減）、所定外労働時間は 5.7 時間（前年同）

であり、総実労働時間、所定内労働時間ともに減少した。 

男性は月間総実労働時間 163.9 時間（前年差 1.6 時間減）、うち所定内労働時間は

149.6 時間（同 1.1 時間減）、所定外労働時間は 14.3 時間（同 0.5 時間減）であり、

女性と同様に、所定内労働時間、所定外労働時間ともに減少した。 

常用労働者の平均月間出勤日数は、女性 18.4 日（前年差 0.2 日減）、男性 19.9

日（同 0.2 日減）であった（付表 59）。 

 

(2) 企業規模別非農林業雇用者の週間就業時間階級別構成比 ～女性は「１～29

人」規模と「500 人以上」規模では 15～34 時間の割合が、その他の規模では

35～42 時間の割合が最も高い。 

総務省統計局「労働力調査」により、平成 20 年の非農林業雇用者の週間就業時間

階級別構成比を企業規模別にみると、女性は、「１～29 人」規模と「500 人以上」規
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模では 15～34 時間の割合が最も高く、「30～99 人」規模と「100～499 人」規模では

35～42 時間の割合が最も高い。おおむね規模が大きくなるほど割合が高くなる傾向

がみられる。その他の週間就業時間階級では、規模別の傾向はあまりみられない。 

男性は、すべての規模で 35～42 時間の割合が最も高く、おおむね規模が大きくな

るほど高くなる傾向がみられる。43～48 時間の割合は規模が大きくなるほど低くな

り、49～59 時間の割合は規模が大きくなるほど高くなっている。 

 

３ 勤労者世帯の家計 

(1) 勤労者世帯の収入 ～平均実収入は 1.0％増 

 総務省統計局「家計調査」によると、平成 20 年の二人以上の世帯のうち勤労者世

帯（農林漁家世帯を含む。以下同じ。）１世帯当たりの１ヵ月の平均実収入は 53 万

4,235 円（前年比 1.0％増）で、この実収入の内訳をみると、世帯主収入は 43 万 4,066

円（同 0.2％増）であった（付表 76）。 

 また、二人以上の世帯のうち勤労者世帯の中で、核家族世帯について、１ヵ月の

平均実収入を共働き世帯と世帯主のみ働いている世帯で比較してみると、共働き世

帯の実収入は１世帯あたり１ヵ月 60 万 4,197 円（前年比 0.4％増）、世帯主のみ働

いている世帯は 49 万 6,670 円（同 0.3％増）となっており、共働き世帯は世帯主の

み働いている世帯を 10 万 7,527 円上回っている。 

 なお、核家族共働き世帯の世帯主の勤め先収入は 44 万 0,317 円（同 0.2％増）だ

が、世帯主のみ働いている世帯は 46 万 6,603 円（同 0.3％増）で、共働き世帯を２

万 6,286 円上回っている。 

 一方、核家族共働き世帯の妻の勤め先収入は 14 万 4,045 円（同 0.6％増）で、実

収入に占める割合は 23.8％（前年同）であった（付表 77）。 

 

(2) 勤労者世帯の消費支出 ～消費支出は前年に引き続き増加 

 平成 20 年の勤労者世帯１世帯当たり１ヵ月の消費支出は 32 万 4,924 円（前年比

0.5％増）となり、前年に引き続き増加した（付表 76）。 

 消費支出の構成比を核家族共働き世帯（消費支出 34 万 4,142 円）と世帯主のみ働

いている核家族世帯（同 30 万 9,657 円）で比較してみると、共働き世帯の方が「そ

の他の消費支出」、「交通・通信」等について高くなっており、逆に「住居」、「食料」

等は低くなっている（付表 77）。 
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第５節 短時間労働者の状況 

１ 短時間労働者の労働市場 

(1) 短時間雇用者数、雇用者総数に占める短時間雇用者の割合 ～雇用者総数に占

める短時間雇用者の割合は２年連続で上昇 

 総務省統計局「労働力調査」によると、週間就業時間が 35 時間未満の非農林業雇

用者（以下、「短時間雇用者」という。）は、平成 20 年には 1,407 万人（男女計）と

なり、前年に比べ 61 万人増加した（前年比 4.5％増）。非農林業雇用者総数（休業

者を除く。以下同じ。）に占める短時間雇用者の割合は２年連続で上昇し、26.1％と

なっている。 

長期的な推移をみると、短時間雇用者数も非農林業雇用者総数に占める割合（以

下、「短時間雇用者割合」という。）もほぼ一貫した上昇傾向にある（図表１－５－

１、付表 78）。 

 

図表１－５－１ 短時間雇用者数及び雇用者総数に占める短時間雇用者の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 男女別短時間雇用者数、短時間雇用者割合 

① 男女別短時間雇用者数、短時間雇用者割合 ～男女とも短時間雇用者数は増加 

平成 20 年の女性の非農林業雇用者 2,244 万人のうち、短時間雇用者数は 957 万人

（前年差 26 万人増）で、短時間雇用者割合は２年連続で上昇し、42.6％であった。

男性は非農林業雇用者 3,150 万人のうち、短時間雇用者数は 450 万人（前年差 35

万人増）で、短時間雇用者割合は前年と同じく、13.1％であった（付表 78）。 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」 

（注） １ 「短時間雇用者」は、非農林業雇用者（休業者を除く。）のうち、週間就業時間 35 時間未満

の者をいう。 

   ２ 雇用者総数は農林業及び休業者を除く。 
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② 短時間雇用者総数に占める女性の割合 ～２年連続で低下 

短時間雇用者総数に占める女性の割合は 68.0％と２年連続で低下した（前年差

1.2％ポイント低下）（図表１－５－２、付表 78）。 

 

図表１－５－２ 短時間雇用者数及び短時間雇用者総数に占める女性割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」 

（注） 「短時間雇用者」は、非農林業雇用者（休業者を除く。）のうち、週間就業時間 35 時間未満の者を

いう。 

 

(3) パートタイム労働者の求人・求職状況 ～新規求人数は２年連続で減少。新規

求職者数は３年ぶりに増加 

 厚生労働省「職業安定業務統計」により、平成 20 年のパートタイム労働者（男女

計）の求人・求職状況をみると、新規求人数は、月平均 23 万 8,582 人で、前年に比

べ 2 万 2,989 人減少した（前年比 8.8％減）。新規求職者数は、月平均 13 万 4,297

人であり、同 5,859 人の増加（同 4.6％増）となった。新規求人倍率は 1.78 倍で前

年の 2.04 倍から 0.26 ポイント低下した。また、有効求人倍率は 1.24 倍となり、前

年より 0.19 ポイント低下している(付表 81)。 

 

 

(4) パートタイム労働者の入職・離職状況 

① パートタイム労働者の入職率・離職率 ～入職率は男女とも前年に比べ低下 

厚生労働省「雇用動向調査」により、平成 19 年の労働市場におけるパートタイム

労働者の動きをみると、女性は入職率（在籍者に対する入職者の割合）24.0％（前

年 25.2％）、離職率（在籍者に対する離職者の割合）23.5％（同 24.3％）といずれ

も前年に比べ低下した。男性は、平成 19 年の入職率 35.1％（前年 35.5％）、離職率

33.5％（同 33.0％）と、前年に比べ入職率は低下、離職率は増加している（付表 32
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－２）。 

 

② 職歴別パートタイム労働者の入職者の状況 ～女性は一般未就業者からの入職

者割合が低下 

 平成 19 年のパートタイム労働者の入職者の状況を職歴別にみると、女性は、新規

学卒者からの入職者の割合が 7.9％（前年 5.9％）、一般未就業者からの入職者の割

合が 32.7％（同 36.9％）、転職入職者の割合が 59.4％（同 57.2％）と、一般未就業

者からの入職者割合が低下した（付表 34－２）。 

男性は、新規学卒者からの入職者の割合は 15.1％（同 14.3％）、一般未就業者か

らの入職者の割合は 32.0％（同 28.0％）、転職入職者は 52.9％（同 57.7％）となっ

ている（付表 35－２）。 

 

２ 短時間労働者の就業状況 

(1) 産業別短時間雇用者数 

① 産業別短時間雇用者数 ～女性短時間雇用者数が前年に比べ最も増加したのは

「サービス業（他に分類されないもの）」、「医療，福祉」。男性は「製造業」 

 総務省統計局「労働力調査」により、平成 20 年の女性の短時間雇用者数を産業別

にみると、「卸売・小売業」が 248 万人（女性短時間雇用者総数に占める割合 25.9％）

と最も多く、次いで「医療，福祉」が 161 万人（同 16.8％）、「サービス業（他に分

類されないもの）」が 154 万人（同 16.1％）、「製造業」が 107 万人（同 11.2％）と

なっている。前年に比べ女性短時間雇用者数が最も増加したのは、「サービス業（他

に分類されないもの）」（前年差 10 万人増、前年比 6.9％増）、「医療，福祉」（同 8

万人増、同 5.2％増）であった（付表 79）。 

一方、男性の産業別短時間雇用者数をみると、「サービス業（他に分類されないも

の）」が 82 万人（男性短時間雇用者総数に占める割合 18.2％）と最も多く、次いで

「製造業」が 81 万人（同 18.0％）、「卸売・小売業」が 69 万人（同 15.3％）、「建設

業」が 40 万人（同 8.9％）となっている。前年に比べ男性短時間雇用者数が最も増

加したのは、「製造業」（前年差 13 万人増、前年比 19.1％増）であった。 

 

② 短時間雇用者比率（雇用者総数に占める短時間雇用者の割合） ～女性は、「飲

食店,宿泊業」「卸売・小売業」で高い。男性は、「飲食店,宿泊業」「教育，学

習支援業」で高い。 

 平成 20 年の短時間雇用者比率（雇用者総数に占める短時間雇用者の割合）につい

てみると、女性は「飲食店,宿泊業」が 64.3％で最も高く、次いで「卸売・小売業」
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（50.3％）、「運輸業」（46.3％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（44.8％）、

となっている（付表 79）。 

男性も、「飲食店,宿泊業」が 30.1％で最も高く、次いで「教育，学習支援業」

（21.1％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（18.9％）、「電気･ガス･熱供給・

水道業」（17.2％）となっている。 

 

(2) 企業規模別短時間雇用者数 

① 企業規模別短時間雇用者数 ～男女ともすべての規模で前年に比べて増加 

 平成 20 年の女性短時間雇用者数を企業規模別にみると、「500 人以上」規模が 224

万人（前年差 23 万人増）、「100～499 人」規模が 159 万人（同６万人増）、「30～99

人」規模が 152 万人（同１万人増）、「１～29 人」規模が 350 万人（前年差１万人増）

と、すべての規模で前年より増加している。構成比（女性短時間雇用者総数に占め

る割合）は、「500 人以上」規模 23.4％、「100～499 人」規模 16.6％、「30～99 人」

規模 15.9％、「１～29 人」規模 36.6％となった（付表 80）。 

男性も同様に「500 人以上」規模が 121 万人（同 20 万人増）、「100～499 人」規模

が 75 万人（同９万人増）、「30～99 人」規模が 64 万人（同３万人増）、「１～29 人」

規模が 140 万人（同５万人増）と、すべての規模で前年より増加しているが、特に

「500 人以上」規模で大きく増加している。構成比（男性短時間雇用者総数に占め

る割合）は、「500 人以上」規模 26.9％、「100～499 人」規模 16.7％、「30～99 人」

規模 14.2％、「１～29 人」規模 31.1％となった。 

構成比を男女で比較すると、女性は男性に比べ、「１～29 人」規模の割合が高く、

「500 人以上」規模の割合は低くなっており、男性よりも小規模企業で働く者の割

合が高くなっている。 

 

② 企業規模別短時間雇用者比率 ～男女ともすべての規模で前年に比べて上昇 

短時間雇用者比率について企業規模別にみると、女性は「１～29 人」規模で 48.4％

と最も高く、次いで「500 人以上」規模（43.2％）、「30～99 人」規模（40.8％）、「100

～499 人」規模（38.2％）となっている。すべての規模で前年より上昇しているが、

最も上昇したのは、「500 人以上」規模（前年差 1.6％ポイント上昇）であった（付

表 80）。 

男性は「１～29 人」規模（15.6％）が最も高く、次いで「500 人以上」規模（13.8％）、

「30～99 人」規模（13.2％）、「100～499 人」規模（13.0％）となっているが、その

水準は女性よりもおしなべて低い。女性と同様にすべての規模で前年より上昇して

いるが、最も上昇したのは、「500 人以上」規模（前年差 1.7％ポイント上昇）とな
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っている。 

 

(3) 短時間労働者の労働条件 ～女性は一般労働者の所定内給与額との格差は縮小 

 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（企業規模 10 人以上）によると、平成 20

年の女性短時間労働者の平均勤続年数は 5.0 年であり、前年と同じであった（付表

83）。男性は 3.9 年で、前年に比べ 0.1 年減少した。 

平成20年の女性短時間労働者の１日当たり所定内実労働時間は 5.2時間で前年よ

り 0.1 時間減少し、実労働日数は 17.5 日と 0.4 日減少した（付表 84）。男性の１日

当たり所定内実労働時間は 5.3 時間（前年差 0.1 時間減）、実労働日数は 15.8 日（前

年差 0.3 日減）であった。 

 平成 20 年の女性短時間労働者の賃金をみると、１時間当たりの所定内給与額は

975 円で、前年に比べ 13 円増加し（付表 85）、一方男性は 1,071 円で、前年に比べ

14 円減少した。 

 短時間労働者に支給された年間賞与その他特別給与額は、女性は３万 4,100 円と

前年より 1,000 円増加した（付表 86）。男性は３万 2,200 円で前年より 6,000 円減

少した。 

 平成 20 年の一般労働者の所定内給与額を時給換算したものを 100.0 とした場合、

短時間労働者は 55.1 となり、前年に比べ 0.4 ポイント格差が縮小した。 

これを男女別にみた場合、女性短時間労働者と女性一般労働者との賃金格差は

70.3 となり、前年より 0.2 ポイント上昇し、４年連続で格差が縮小した。また、男

性短時間労働者と男性一般労働者との賃金格差については 53.3 であり、前年より

0.5 ポイント低下した（図表１－５－３）。 
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図表１－５－３ 短時間労働者の所定内給与額及び一般労働者との賃金格差の推移       
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 資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

（注）１ 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。 

２ 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１

日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働

者をいう。平成 16 年まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定義は同じである。 

   ３ 企業規模 10 人以上の結果を集計している。 

４ 一般労働者の１時間当たりの所定内給与額は次の式により算出した。 

      １時間当たりの所定内給与額＝所定内給与額÷所定内実労働時間数 

５ 一般労働者との賃金格差は、一般労働者の１時間当たりの所定内給与額を 100.0 とした場合の短

時間労働者の１時間当たりの所定内給与額を次の式により算出した。 

      一般労働者と短時間労働者の賃金格差 

＝短時間労働者の１時間当たり所定内給与額÷一般労働者の１時間当たりの所定内給与額×100 

    ６ 昭和 62 年調査までは、男性パートタイム労働者の数値は集計されていなかった。 
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第６節 家内労働者の就業状況 

(1) 家内労働者数 ～男女とも前年に比べ減少 

 厚生労働省「家内労働概況調査」によると、平成 20 年の家内労働者数は、17 万

1,705 人で、前年に比べ 9,491 人の減少（前年比 5.2％減）となった。 

 男女別にみると、女性は 15 万 5,322 人、男性は１万 6,383 人であり、前年と比べ

ると、女性は 8,728 人（同 5.3％減）、男性は 763 人（同 4.5％減）の減少となって

いる。 

 類型別にみると、主婦や高齢者等世帯主以外の家族であって、世帯の本業とは別

に家計の補助のため家内労働に従事する「内職的家内労働者」は 16 万 1,644 人、家

内労働をその世帯の本業とする世帯主であって、単独で又は家族とともにこれに従

事する「専業的家内労働者」は 8,335 人、他に本業を有する世帯主であって、本業

の合間に単独で又は家族とともに家内労働に従事する「副業的家内労働者」は 1,726

人となっている。前年と比べると、「内職的家内労働者」は 8,758 人（同 5.1％減）、

「専業的家内労働者」は 558 人（同 6.3％減）、「副業的家内労働者」は 175 人（同

9.2％減）の減少となっている。 

構成比（家内労働者総数に占める割合）をみると、女性が 90.5％、「内職的家内

労働者」が 94.1％を占め、女性の内職的家内労働者が大多数を占めている（付表 87）。 

 

(2) 業種別家内労働者数、構成比 ～男女とも「繊維工業」が最も多い 

 平成 20 年における女性の家内労働者の従事する業種をみると、「繊維工業」が 5

万 2,402 人と最も多く、次いで「その他（雑貨等）」が 2 万 6,285 人、「電気機械器

具」が 2 万 6,903 人となっている。構成比（女性の家内労働者総数に占める割合）

は、「繊維工業」33.7％、「その他（雑貨等）」17.3％、「電気機械器具製造業」12.7％

となり、これら３業種で女性の家内労働者全体の約６割を占めている。 

男性も、「繊維工業」が 5,102 人と最も多く、次いで「その他（雑貨等）」が 2,386

人、「電気機械器具製造業」が 1,659 人となっている。構成比（男性の家内労働者総

数に占める割合）は、「繊維工業」31.1％、「その他（雑貨等）」14.6％、「電気機械

器具製造業」10.1％となり、これら３業種で約５割を占めている（付表 88）。 


